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施行日 2021 年 8 月 16 日 

新（改正後） 旧（改正前） 備考（改正理由等） 

第1章  総合取引約款 

第1節  総合取引 （現行どおり） 

第２節 金銭の受渡方法 

第６条（入金の取扱い） 

（１）（現行通り） 

（２） お客様より有価証券の購入代金等を受け入れ

る場合、銀行振込により受け入れいたします。やむ

を得ず、現金により受け入れる場合は、「金銭受領

書」を交付します。ただし、銀行振込等で受け入れ

る場合は、同受領書の交付をしないものとします。 

 

 

第７条～８条 （現行通り） 

第３節 有価証券取引（注文の受注）（現行どおり） 

第４節 報告・連絡  

第１３条（現行どおり） 

第１４条（１）～（５）（現行どおり） 

 

 

 

 

第５節 取引の制限・解約・変更 

第１７条 （取引の制限） 

（１）～（３）（現行どおり） 

第 1 章 総合取引約款 

第 1 節 総合取引 （省略） 

第２節 金銭の受渡方法 

第６条 （入金の取扱い） 

（１）（省略） 

（２）お客様より有価証券の購入代金等を受け入れ

る場合、当社は、原則として銀行振込等により受け

入れいたします。やむを得ず、現金により受け入れ

した場合は、金銭に係る「受領書」およびご要望に

より「計算書」を交付します。ただし、銀行振込等

で受け入れた場合は、「受領書」および「計算書」

の交付をしないものとします。 

第７条～８条 （省略） 

第３節（省略） 

第４節 報告・連絡 

第１３条 （省略） 

第１４条（１）～（５）（省略） 

（６）お客様へ送付した郵便物が宛先不明等の事由

で返戻された場合は、「住所不明扱い」としてお客

様口座に関する取引を制限させていただくことがあ

ります。 

第５節 取引の制限・解約・変更 

第１７条 （取引の制限） 

（１）～（３）（省略） 

 

 

 

 

 

「銀行振込」と限定。 

 

「金銭受領書」を交付へ

変更。 

 

 

 

 

 

 

 

 

14 条(6)を 17 条(4)へ移

動。 
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新（改正後） 旧（改正前） 備考（改正理由等） 

（４）お客様へ送付した郵便物が宛先不明等の事由

で返戻された場合は、「住所不明扱い」として、当

社の判断においてお客様口座に関する取引を制限さ

せていただくことがあります。 

第１８条（取引の解約事由） 

（下記以外現行どおり） 

④保護預り証券の残高または振替決済口座の証券の

残高等がなくなった後、3 年間が経過したとき。残高

がなく「住所不明扱い」に該当する口座は、3 年に関

わらず解約する場合があります 

⑨ お客様が有価証券等（MRF を除きます。）の取引

を伴わない入出金を継続的に行い、または、継続的

に正当な理由なく入出金を細分して行う等、当社が

お客様との取引の継続が望ましくないと判断し、当

社が解約を申し出たとき 

⑩ お客さまの口座がマネー・ローンダリング、テロ

資金供与、経済制裁関係法令等に抵触する取引に利

用され、またはそのおそれがあると認められる場合 

第１９条～２２条 （現行どおり） 

第６節 内部者登録制度 (現行どおり) 

第７節 雑則      (現行どおり) 

 

第２章 保護預り約款  

第７条～第１７条の番号変更。 

 

 

 

 

 

第１８条 （取引の解約事由） 

（省略） 

 

 

 

 

⑨⑩（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

第１９条～２２条 （省略） 

第６節 (省略) 

第７節 (省略) 

 

第２章 保護預り約款 

（省略） 

 

14 条(6)を 17 条(4)へ移

動。「当社の判断におい

て」の文言を追加。 

 

 

 

④残高がなくかつ「住所

不明扱い」に該当する場

合は、3 年に関わらず解

約する場合があることを

明記。 

⑨⑩をマネー・ローンダ

リング対策強化のため新

設する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6 条の 2 を第 7 条へ変

更。以降条番号変更 
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新（改正後） 旧（改正前） 備考（改正理由等） 

第３章 外国証券取引口座約款 

第５条から第３０条の番号変更。 

第１節～第２節（内容現行どおり） 

第３節（第１６条②以外内容現行どおり） 

② 外国証券の売買に関する受渡期日は、当社がお客

様との間で別途取り決める場合を除き、約定日から

起算して 3 営業日目とします。 

第４節（内容現行どおり） 

 

第４章 累積投資取引約款 

（下記以外現行どおり） 

第９条の MMF に関する記述を削除 

 

第５章 国内外貨建債券取引約款 

（下記以外現行どおり） 

第２条（受渡期日） 

受渡期日はお客様が当社と別途取り決めている場合

を除き、約定日から起算して 3 営業日目とします。 

 

第６章～第８章 (現行どおり) 

 

第９章 非課税上場株式等管理に関する約款 

第１条 （約款の趣旨）（現行どおり） 

第２条 （非課税口座開設届出書等の提出） 

（１）～（３）（現行どおり） 

第３章 外国証券取引口座約款 

第１節～第４節 （省略） 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 累積投資取引約款  

（省略） 

 

 

第５章 国内外貨建債券取引約款 

（省略） 

 

 

 

 

第６章～第８章 (省略) 

 

第９章 非課税上場株式等管理に関する約款 

第 1 条 （省略） 

第２条 （非課税口座開設届出書等の提出） 

（１）～（３）（省略） 

第 4 条の 2→第 5 条、第

10 条の 2→第 12 条、第

22 条の 2→第 25 条へ変

更。合わせて各条番号を

変更 

受渡期日を、4 営業日目

から 3 営業日目へ変更 

 

 

 

 

MMF 取扱い停止につき 

 

 

 

 

受渡期日を、4 営業日目

から 3 営業日目へ変更 
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新（改正後） 旧（改正前） 備考（改正理由等） 

（４）前項のお客様が既に当社に非課税口座を開設

されており、当該口座に非課税管理勘定のみを設

定しようとする場合には、前項に定める期限内に、

勘定廃止通知書のみを当社に提出してください。 

（５）～（８）（現行どおり） 

(９) 成年年齢に係る平成 31 年度税制改正に伴い、

2023 年１月１日より、前項の「満 20 歳」を「満

18 歳」に読み替えます。その場合、2023 年１月１

日時点で満 19 歳、満 20 歳である者は同日に 18 歳

を迎えたものとみなされます。以下同じです。 

(１０)  当社に既に非課税口座を開設しているお客

様は、「非課税口座開設届出書」を当社に提出す

ることはできません。ただし、当社に既に非課税

口座を開設しているお客様で、2021 年４月１日に

おいて 2017年分の非課税管理勘定を当社に設定し

ているが、同日前に当社に個人番号の告知を行っ

ていないお客様が、2021 年 12 月 31 日までに「非

課税口座開設届出書」を当社に提出される場合は、

この限りではありません。 

(１１) 2018 年分以降の非課税管理勘定が設定され

た「非課税口座」を当社以外の他の金融商品取引

業者等に開設し、または開設していたお客様は、

「非課税口座開設届出書（非課税適用確認書、勘

定廃止通知書または非課税口座廃止通知書が添付

されたものを除く。）」を当社に提出することは

（４）（新設） 

 

 

 

（５）～（８）（省略） 

（９）～（１２）（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 3 年度税制改正を受

け新設 

 

 

 

（9）～（12）令和 3 年度

税制改正を受け新設 
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新（改正後） 旧（改正前） 備考（改正理由等） 

できません。 

(１２) お客様が当社に提出された「非課税口座開

設届出書」が租税特別措置法第 37 条の 14 第７項

第２号の規定により、所轄税務署長から、当社が

受理または当社に提出することができない場合に

該当する旨およびその理由の通知を受けた場合に

は、お客様が開設された非課税口座は、その開設

の時から非課税口座に該当しないものとして取扱

われ、所得税等に関する法令の規定が適用されま

す。 

第３条～第８条（現行どおり） 

第９条（非課税管理勘定に受け入れる上場株式等の

範囲） 

（１）（現行どおり） 

（２）前項の規定にかかわらず、第２条第１項の規

定により、当社に「非課税口座開設届出書（非課税

適用確認書、勘定廃止通知書または非課税口座廃止

通知書が添付されたものを除く。）」を提出された

お客様は、当該非課税口座開設届出書について、租

税特別措置法第 37 条の 14 第７項第１号に規定する

「当社が受理または当社に提出することができない

ものに該当しない旨」等が所轄税務署長から提供さ

れるまでは、開設された非課税口座の非課税管理勘

定に上場株式等の受入れをすることはできません。 

第１０条～第１５条（現行どおり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３条～第８条（省略） 

第９条（非課税管理勘定に受け入れる上場株式等の

範囲） 

（１）（省略） 

（２）（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０条～第１５条（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社は、税務署の承認通

知が来るまで買付不可と

しているため追加 
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新（改正後） 旧（改正前） 備考（改正理由等） 

第１６条 （契約の解除） 

①～⑤ （現行どおり） 

⑥ お客様が 2021 年 12 月 31 日において 2017 年分

の非課税管理勘定を当社に設定しているが、同日に

おいて当社に個人番号の告知をしていないことによ

り、令和３年度税制改正後の「所得税法等の一部を

改正する法律（平成二十八年法律第十五号）」附則

第 73 条第 6 項の規定に基づき、2022 年 1 月 1 日に「非

課税口座廃止届出書」の提出があったものとみなさ

れたとき 2022 年 1 月 1 日 

第１７条（現行どおり） 

 

第 １ ０ 章  未 成 年 者 口 座 お よ び 課 税 未 成

年 者 口 座 開 設 に 関 す る 約 款  

（下記以外各条および各項とも現行どおり） 

第２条（未成年者口座開設届出書等の提出） 

(２) 当社に未成年者口座を開設しているお客様は、

当社および他の証券会社もしくは金融機関に、「未

成年者非課税適用確認書の交付申請書 兼 未成年者

口座開設届出書」および「未成年者口座開設届出書」

の提出をすることはできません。 

 

 

 

 

第１６条 （契約の解除） 

①～⑤ （省略） 

⑥ （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

第１７条（省略） 

 

第 １ ０ 章  未 成 年 者 口 座 お よ び 課 税 未 成

年 者 口 座 開 設 に 関 す る 約 款  

(下記以外省略) 

第２条（未成年者口座開設届出書等の提出） 

(２) 当社に未成年者口座を開設しているお客様は、

当社または他の証券会社もしくは金融機関に、「未

成年者非課税適用確認書の交付申請書 兼 未成年者

口座開設届出書」、「未成年者口座開設届出書」ま

たは租税特別措置法第 37 条の 14 第６項に規定する

「非課税適用確認書の交付申請書」（当該申請書に

あっては、お客様がその年の１月１日において 20 歳

である年の前年 12 月 31 日までに提出されるものに

限ります。）を提出することはできません。 

 

 

⑥令和 3 年度税制改正を

受け新設 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０章 

令和 3 年度税制改正を受

け、日証協のひな型に合

わせて改定 
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新（改正後） 旧（改正前） 備考（改正理由等） 

(４) お客様がその年の３月 31 日において 18 歳で

ある年（以下、「基準年」といいます。）の前年 12

月 31 日または 2024 年 1 月 1 日のいずれか早い日ま

でに、当社に対して「未成年者口座廃止届出書」の

提出をした場合または租税特別措置法第 37 条の 14 

の２第 20 項の規定により「未成年者口座廃止届出

書」の提出をしたものとみなされた場合（災害、疾

病その他の租税特別措置法施行令第 25 条の 13 の８

第８項で定めるやむを得ない事由（以下、「災害等

事由」といいます。）による移管または返還で、当

該未成年者口座および課税未成年者口座に記載もし

くは記録もしくは保管の委託または預入れもしくは

預託がされている上場株式等および金銭その他の資

産の全てについて行うもの（以下、「災害等による

返還等」といいます。）が生じた場合を除きます。）

には、未成年者口座を設定したときから当該未成年

者口座が廃止される日までの間にお客様が非課税で

受領した配当等および譲渡所得等について課税され

ます。 

第５条（未成年者口座に受け入れる上場株式等の範

囲） 

(２) 当社は、お客様の未成年者口座に設けられた継

続管理勘定においては、次に掲げる上場株式等のみ

を受け入れます。 

① 当該未成年者口座に継続管理勘定が設けられた

(４) お客様がその年の３月 31 日において 18 歳で

ある年（以下、「基準年」といいます。）の前年 12

月 31 日までに、当社に対して「未成年者口座廃止届

出書」を提出した場合または租税特別措置法第 37 条

の 14 の２第 20 項の規定により「未成年者口座廃止

届出書」を提出したものとみなされた場合（災害、

疾病その他の租税特別措置法施行令第 25 条の 13 の

８第８項で定めるやむを得ない事由（以下、「災害

等事由」といいます。）による移管または返還で、

当該未成年者口座および課税未成年者口座に記載も

しくは記録もしくは保管の委託または預入れもしく

は預託がされている上場株式等および金銭その他の

資産の全てについて行うもの（以下、「災害等によ

る返還等」といいます。）が生じた場合を除きます。）

には、未成年者口座を設定したときから当該未成年

者口座が廃止される日までの間にお客様が非課税で

受領した配当等および譲渡所得等について課税され

ます。 

 

第５条（未成年者口座に受け入れる上場株式等の範

囲） 

(２) 当社は、お客様の未成年者口座に設けられた継

続管理勘定においては、次に掲げる上場株式等のみ

を受け入れます。 

① 当該未成年者口座に継続管理勘定が設けられた
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新（改正後） 旧（改正前） 備考（改正理由等） 

日から同日の属する年の 12 月 31 日までの間に、当

該継続管理勘定を設けた口座に係る非課税管理勘定

から移管がされる上場株式等で、お客様が当社に対

し、前項第１号ロに規定する「未成年者口座内上場

株式等移管依頼書」を提出して移管がされる上場株

式等(②に掲げるものを除きます。)で、当該移管に

係る払出し時の金額の合計額が 80 万円（②により受

け入れた上場株式等があるときは、当該上場株式等

の移管に係る払出し時の金額を控除した金額）を超

えないもの 

第１２条 （出国時の取扱い） 

(３) 当社が、出国移管依頼書の提出を受けた場合に

は、お客様が帰国（租税特別措置法施行令第 25 条の

10 の５第２項第２号に規定する帰国をいいます。以

下同じ。）をした後、当社に未成年者帰国届出書の

提出をするまでの間は、当該未成年者口座に係る非

課税管理勘定への上場株式等の受け入れは行いませ

ん。 

 

第２７条 （非課税口座のみなし開設） 

(１) 2017 年から 2028 年までの各年（その年１月１

日においてお客様が 20 歳である年に限ります。）の

１月１日においてお客様が当社に未成年者口座を開

設している場合（出国等により、居住者または恒久

的施設を有する非居住者のいずれにも該当しないこ

日から同日の属する年の 12 月 31 日までの間に、当

該継続管理勘定を設けた口座に係る非課税管理勘定

から移管がされる上場株式等で、お客様が当社に対

し、前項第１号ロに規定する「未成年者口座内上場

株式等移管依頼書」を提出して移管がされる上場株

式等で、当該移管に係る払出し時の金額の合計額が

80 万円（②に掲げるものを除きます。）を超えない

もの 

 

 

第１２条 （出国時の取扱い） 

(３) 当社が、出国移管依頼書の提出を受けた場合に

は、お客様が帰国（租税特別措置法施行令第 25 条の

10 の５第２項第２号に規定する帰国をいいます。以

下同じ。）をした後、当社に帰国をした旨その他租

税特別措置法施行規則第 18 条の 15 の 10 第 10項に

定める事項を記載した届出書を提出する時までの間

は、当該未成年者口座に係る非課税管理勘定への上

場株式等の受け入れは行いません。 

第２７条 （非課税口座のみなし開設） 

(１) 2017 年から 2023 年までの各年（その年１月１

日においてお客様が 20 歳である年に限ります。）の

１月１日においてお客様が当社に未成年者口座を開

設している場合（出国等により、居住者または恒久

的施設を有する非居住者のいずれにも該当しないこ
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新（改正後） 旧（改正前） 備考（改正理由等） 

ととなっている場合を除きます。）には、当該未成

年者口座が開設されている当社の営業所において、

同日に租税特別措置法第 37 条の 14 第５項第１号に

規定する非課税口座が開設されます。 

(２) 前項の場合には、お客様がその年１月１日にお

いて 20 歳である年の同日において、当社に対して非

課税口座開設届出書（租税特別措置法第 37 条の 14

第５項第１号に規定する非課税口座開設届出書をい

います。）が提出されたものとみなし、かつ、同日

において当社とお客様との間で非課税上場株式等管

理契約（同項第２号に規定する非課税上場株式等管

理契約をいいます。）または特定非課税累積投資契

約(同項第 6号に規定する特定非課税累積投資契約を

いいます。)が締結されたものとみなします。 

 

 

第２８条 （本契約の解除） 

次の各号に該当したときは、それぞれ次の各号に掲

げる日に本契約は解除されます。 

① お客様または法定代理人から租税特別措置法第

37 条の 14 の２第 20 項に定める「未成年者口座廃

止届出書」の提出があった場合 当該提出日 

② 租税特別措置法第 37 条の 14 の２第５項第２号

トに規定する未成年者口座等廃止事由または同項第

６号ホに規定する課税未成年者口座等廃止事由が生

ととなっている場合を除きます。）には、当該未成

年者口座が開設されている当社の営業所において、

同日に租税特別措置法第 37 条の 14 第５項第１号に

規定する非課税口座が開設されます。 

(２) 前項の場合には、お客様がその年１月１日にお

いて 20 歳である年の同日において、当社に対して同

日の属する年の属する勘定設定期間（租税特別措置

法第 37 条の 14 第５項第６号に規定する勘定設定期

間をいいます。）の記載がある非課税適用確認書（同

号に規定する非課税適用確認書をいいます。）が添

付された非課税口座開設届出書（同項第１号に規定

する非課税口座開設届出書をいいます。）が提出さ

れたものとみなし、かつ、同日において当社とお客

様との間で非課税上場株式等管理契約（同項第２号

に規定する非課税上場株式等管理契約をいいます。）

が締結されたものとみなします。 

第２８条 （本契約の解除） 

次の各号に該当したときは、それぞれ次の各号に掲

げる日に本契約は解除されます。 

① お客様または法定代理人から租税特別措置法第

37 条の 14 の２第 20 項に定める「未成年者口座廃

止届出書」の提出があった場合 当該提出日 

② 租税特別措置法第 37 条の 14 の２第５項第２号

トに規定する未成年者口座等廃止事由または同項第

６号ホに規定する課税未成年者口座等廃止事由が生
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新（改正後） 旧（改正前） 備考（改正理由等） 

じた場合 租税特別措置法第 37 条の 14 の２第 20 

項の規定によりお客様が「未成年者口座廃止届出書」

を提出したものとみなされた日 

③ 租税特別措置法施行令第 25 条の 13 の８第 30 項

に定める「未成年者出国届出書」の提出があった場

合 出国日 

④ お客様が出国により居住者または恒久的施設を

有する非居住者に該当しないこととなった場合（お

客様が出国の日の前日までに本章第 12条の出国移管

依頼書を提出して、基準年の１月１日前に出国した

場合を除きます。）  租税特別措置法第 37 条の 14

の 2 第 20 項に規定する「未成年者口座廃止届出書」

の提出があったものとみなされた日（出国日） 

⑤ お客様が出国の日の前日までに本章第 12 条の出

国移管依頼書を提出して出国したが、その年の 1 月 1

日においてお客様が 20 歳である年の前年 12 月 31 日

までに「未成年者帰国届書」を提出しなかった場合  

その年の 1 月 1 日においてお客様が 20 歳である年の

前年 12 月 31 日の翌日 

⑥ お客様の相続人・受遺者による相続･遺贈（贈与

をした者の死亡により効力を生ずる贈与を含みま

す｡）の手続きが完了し、租税特別措置法施行令第 25 

条の 13 の 8 第 20 項で準用する租税特別措置法施行

令第 25 条の 13 の 5 に定める「未成年者口座開設者

死亡届出書」の提出があった場合 本契約により未成

じた場合 租税特別措置法第 37 条の 14 の２第 20 

項の規定によりお客様が「未成年者口座廃止届出書」

を提出したものとみなされた日 

③ 租税特別措置法施行令第 25 条の 13 の８第 20 項

に定める「未成年者出国届出書」の提出があった場

合 出国日 

④ お客様が出国により居住者または恒久的施設を

有する非居住者に該当しないこととなった場合（お

客様が出国の日の前日までに第 11条の出国移管依頼

書を提出して、基準年の１月１日前に出国した場合

を除きます。） 租税特別措置法施行令第 25 条の 13 

の８第 20 項に規定する「未成年者口座廃止届出書」

の提出があったものとみなされた日（出国日） 

 

 

 

 

 

 

⑤ お客様の相続人・受遺者による相続･遺贈（贈与

をした者の死亡により効力を生ずる贈与を含みま

す｡）の手続きが完了し、租税特別措置法施行令第 25 

条の 13 の８第 20 項に定める「未成年者口座開設者

死亡届出書」の提出があった場合 本契約により未成

年者口座を開設されたお客様が死亡した日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤新設 
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年者口座を開設されたお客様が死亡した日 

 

第１１章  振替決済口座管理約款 

（下記以外は現行どおり） 

第２８条 （株式の組織再編等に係る手続き） 

(１) 当社は、振替株式等の発行者における合併、株

式交換、株式移転、株式交付、会社分割、株式分配、

株式の消却、併合、分割または無償割当て等に際し、

機構の定めるところにより、お客様の振替決済口座

に増加もしくは減少の記載または記録を行います。 

(２) （現行どおり） 

 

第１２章 外貨建 MMF 累積投資約款 

（現行どおり） 

 

「金融商品販売法に基づく重要事項説明書」 

「金融商品の販売等に関する法律」（注）により、

お客様に金融商品を販売するに当たって、元本割れ

が生じるおそれや権利行使・契約解除の期間制限が

あるときはその旨を、重要事項として説明すること

が義務付けられています。 

八十二証券株式会社の取扱商品は、元本保証でなく、

お取引の際には、以下の重要事項の内容を十分ご理

解のうえ、ご自身で投資判断を行っていただくよう

お願いいたします。 

 

 

第１１章 振替決済口座管理約款 

（省略） 

第２８条 （省略） 

(１) 当社は、振替株式等の発行者における合併、株

式交換、株式移転、会社分割、株式分配、株式の消

却、併合、分割または無償割当て等に際し、機構の

定めるところにより、お客様の振替決済口座に増加

もしくは減少の記載または記録を行います。 

(２) （省略） 

 

第１２章 外貨建 MMF 累積投資約款 

（省略） 

 

「金融商品販売法に基づく重要事項説明書」 

（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式交付制度の創設に伴

う変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

「金融商品の販売等に関

する法律」は、2021 年 11

月１日に『金融サービス

の提供に関する法律』に

改称されるため。 
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新（改正後） 旧（改正前） 備考（改正理由等） 

（注）『金融商品の販売等に関する法律』は、2021

年 11 月１日に『金融サービスの提供に関する法律』

に改称されます。 

 

「『リスク・手数料等説明ページ』へのアクセス」 

お客様にご負担いただく手数料、その他費用の詳細

や取引に内在するリスクといった情報をよりわかり

やすく提供すること、また、取引したい商品、取引

に関する手数料等やリスクについてお客様が必要な

ときに容易に確認できるようにすることを目的に、

契約締結前交付書面の書面による交付に代えて、い

つでもご覧いただける「リスク・手数料等説明ペー

ジ」を当社ホームページに掲示いたしました。 

リスクや手数料等の情報、契約締結前交付書面、無

登録格付に関する説明および英文開示銘柄の確認方

法を確認される際は、以下の当社ホームページの「リ

スク・手数料等説明」(URL  

https://www.82sec.co.jp/info/tesuuryou.php  八

十二証券のトップページ＞「リスク・手数料等説明

ページ」)をご覧ください。 

「リスク・手数料等説明ページ」の URL は取引残高

報告書に記載しております。 

契約締結前交付書面について、書面での送付・お渡

しをお求めお客様は、お取引の営業店またはコンプ

ライアンス部(0120-70-3782)までご遠慮なくお申し

 

 

 

 

「『リスク・手数料等説明ページ』へのアクセス」 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２０年４月より金融

商品取引業等に関する内

閣府令が改正、施行され、

契約締結前交付書面内の

一部情報に関してウェブ

での提供が可能となっ

た。約款等に記載する必

要があるため新設。 
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付けください。 

 

「個人情報保護宣言」 

（下記変更以外は現行どおり） 

６．ご質問・ご意見・苦情等 

電話番号：026-217-9615 

 

「お客様の個人情報等の利用目的」 

（現行どおり） 

 

 

「個人情報保護宣言」  

（省略） 

６．ご質問・ご意見・苦情等 

電話番号：0268-22-5558 

 

「お客様の個人情報の利用目的」  

（省略） 

 

 

 

 

 

電話番号変更 

 

 

 


